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障害者相談支援事業の実施状況の概要について（茨城県）

１　市町村における障害者相談支援事業（一般的な相談支援）【平成２１年４月１日時点】
· 対応日について、３６５日対応している市町村の割合は、全国の３０％に対し、本県では１１％となっている。

· 対応時間については、宿直若しくは携帯電話により２４時間対応としている市町村の割合は、全国の４６％に対し、本県では５％となっている。

２　相談支援機能強化事業等（市町村生活支援事業）【平成２１年４月１日時点】
· 居住サポート事業の実施市町村の割合は全国１２％、本県５％と低調である。

· 本県の未実施４２市町村における未実施の理由は、「２４時間支援をできる事業所がない」が２５と最も多く、ついで「利用希望者がいない」「入居支援の人材確保が困難」が各２３となっている。（重複回答あり）
· 成年後見制度利用支援事業の実施市町村の割合は、全国の３８％に対し、本県では５７％と高くなっている。
· 本県の未実施１７市町村における未実施の理由は、「利用希望者がいない」が１１と最も多く、ついで「財源の確保が困難」が６で続いている。（重複回答あり）

· 成年後見制度利用支援事業の対象者は、「市町村長申し立てのみ」が「市町村長申し立て以外も含む」を上回っている。国の実施要綱上の対象者については、平成２０年度から「市町村長申し立て以外も含む」に広げられている。

３　相談支援体制の整備（臨時特例交付金による特別対策事業）【平成２１年度】
· 相談支援事業の拡充に必要な設備整備や社会資源マップの作成などを行う「制度改正に向けた相談支援体制整備特別支援事業」について、３市村で実施。
· 障害者に対する福祉施策の説明会やニーズ掘り起こしのための家庭訪問等を行う「相談支援充実・強化事業」について、５市町で実施。

４　指定相談支援事業所等について【平成２１年４月１日時点】
· 指定相談支援事業所５４のうち、市町村から障害者相談支援事業の委託を受けている事業所は３３あり、６６名の相談支援専門員が配置されている。

５　サービス利用計画作成費【平成２１年４月時点】
· サービス利用計画作成費の利用者は４３人であり、前年同月より７人減少。利用者における障害別の割合は、全国、本県ともに精神障害者が最も高く、本県では７８％が精神障害者の利用となっている。
６　地域自立支援協議会【平成２１年４月１日現在】
· 自立支援協議会の設置済み市町村の割合は、全国の７９％に対し、本県５０％と低くなっている。

· 設置済みの２２協議会におけるメンバーについて、「障害福祉サービス事業者」をメンバーとしている協議会の割合は１００％と最も高く、ついで、「指定相談支援事業者」８６％、「障害者当事者（団体）」、「行政職員」、「教育機関」が各８２％となっている。
· ８協議会で専門部会を設置しており、専門部会の課題の内容については、６協議会で設定している「就労」が最も多く、ついで「こども関係」３、「地域移行」２となっている。
